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有限会社伊豆介護センター
子育て世代が働きやすいよう柔軟な働き方

や雇用形態の変更への対応、研修や福利厚

生の充実を図り、人材定着率が上昇

(奨励賞 |

本宇土所在地 静岡県 設立年 1996年

事業概要 高齢者・障害者の訪問・適所サービス事業等

従業員数 324名
男性 68名 うちパートタイム

138名
男性 18名

女性 256名 労働者数 女性 120名

-・・E畠畠出血・・・・

0等級制度に応じた昇給・昇格の仕組みの導入。

0子育て世代でも受講しやすい研修の工夫や資格取得支援。

0多様な働き方への柔軟芯対応と正社員転換制度により、パート

タイム労働者の意欲向上。

0保育料・学童保育料助成制度、キッス、スペースの設置等子育て

世代が安心して働くととのできる福利厚生制度の充実。

‘・正蓮華逗ヨ[ff!f!藍量量rA彊'
0子育て期の女性にも働き続けてほしいという思いを、働きが
い・生きがいを高める手厚い制度で表現し、 rJ Cートタイム労
働者でも出産後の職場復帰が当たり前Jなほど浸透させて
います。この一貫性が、今の成果の基だと思いました。

九
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11. 企業概要・人員構造
同社は1996年に設立し、県内3地区の11か所の施設を拠点に高齢者、障害者支援事業を展開している。組織体

系は、経営企画室、在宅介護事業部予地域包括支援センター、施設介護事業部の4つに分類され、在宅介護事業部は、

ホームヘルプ(訪問介護)サービスデームとケアマネジメントチームに分かれている。施設介護事業部は、グループ

ホーム、テ、イサーピ、ス、小規模多機能型居宅介護、ショートステイの運営を行っている。

従業員は、正社員と契約社員(有期契約)で構成され、契約社員は、常勤フルタイムとパートタイム労働者に分けら

れる。職種は介護職、看護職、事務職に分かれており、中でも訪問介護を担当する介護職には稼働した時間に対して賃

金力f支払われる登録型へルパー(パートタイム労働者)と予め設定された勤務時間に応じて賃金が支払われる時間拘

束型へルパーがあり、採用時に本人の希望により決定する。いずれの職種も入社後の事情等により、勤務時間等の変

蔓には柔軟に対応している。

2006年lこ[男女雇用均等推進企業表彰静岡労働局長優良賞jを~2d08年には「静岡県男女共同参画社会づ、くり活

動に関する知事褒章jを受賞している。また、経営者自ら静岡県ワーク・ライフ・バランスセミナーの講師や静岡県ワー

ク・ライフ・バランスシシポジ‘ウムのパネルテ‘イスカッションのパネリストとして参加しており、ワーク・ライフ・バランス

の推進に積極的に取り組んでいる。

2. 取組の背景とねらい
介護業界は女性の力を存分に発揮できる場である。しかし、業界は慢性的に人材不足の状況にある。子育て中で

あっても、働ける範囲で働いてもらえるよう積極的にフォローをし、できるだけ多くの人材が活躍できる職場環境を目

指している。多様な働き方を取り入れ、安心して長く働いてもらえるよう、保育料補助等を始めとした福利厚生制度の

充実を図り、従業員のライフスタイルの変化等による雇用契約(勤務時間や雇用形態)の変更にも柔軟に対応してい

る。また、一度採用した人材には、より一層活躍してもらえるように教育研修にも力を入れている。

3. パートタイム労働者の活躍推進のための具体的な取組
l与制限竺対応叫竿誕生陥能力等の評価結果乏反映した-昇給・昇格制剖|
両社ではパートタイム労働者を含む契約社員について介護・看護・事務のそれぞれの職種で3段階の等級を設け、そ

れに応じた賃金制度を設定している。

1級

2級

3級

階級衰

対外的にも確立された磯務能力・常識を身につけていることに加え、業務方針に

助言をし得る能力を有しており、正社員への畳用も検討する

対外的にも確立された聡務能力を身につけている

看謹(介護)に関する磁務能力・常畿を身につけていく段階

昇給・昇格は年lこ1回、契約更新のタイミングで、行われる人事考課に基づいて行われ、評価結果によって同じ等級内

で怯時給が50円まで、引き上げられる。能力・勤務態度・資格取得状況・研修参加率等カ竜平価項目となっており、それぞ

れを各部署の管理者が評価を行つ，て決定する。能力評価については、自己評価表を用い、面談の際に本人と部署の管

理者双方の認識を確認した上での評価と主よっている(下記の自己評価表は訪問介護のヘルJ'¥ーの場合)。

.. 



r、

1I11111i桝... . ~ 11 P 111111111111 P I ~ ~ 11111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111 
有限会社伊豆介護センター

自己解価衰

事虚 隼摩 皇旦畳量豊 且盆

[時務内容に応じた各種手当や賃金加算制度 ¥ 

同社のサービスの中核を担う介護職員については、資格の取得状況に応じて、時給への加算がされる。

μ そのほか、登録型へルパーは、訪問時と訪問後にメールで連絡すると、i豆格調整手当として1件につき40円が支給さ

れる。1か月間完壁に連絡業務ができた際には1件につき2倍の80円が支給される。現在同社では契約社員に対する

賞与はなく、連絡調整手当はその代替的な位置付けで導入されたものであるが、公平性を保つため、契約社員の賞与

を導入することを検討している。

|正社員転換制度 ~ 

同社では、有期の契約社員から無期の正社員への積極的な転換を推進している。採用時の面談では、本人の希望時

間や日数だけではなく、差し支えのない範囲で家族の状況等も聞き取り、本人の希望に寄り添えるよう、配慮している。

また、年1回の契約車新時の各部署の管理者との面談の中で、正社員転換を含めた働き方の希望等を確認しており、

正社員転換の可能性がある場合には、転換のための面接試験を受けるよう促している。

契約社員から正社員の転換要件は、①勤続1年以上である、②心身ともに健康である、③過去1年間の勤務態度が良

い、④所属長の推薦がある、の4点である。原則として、年2回の定期昇格時(4月、10月)に協議をし、課長職(及び担当

職);との面接を経て、人事、社長の順に決裁を得たのち、転換される。契約社員時に短時間勤務で、あっても、転換後はフ

ルタイムで働くことができれば面接を受けるごとができる。

過去9年間で39名が転換しており、2014年度は週去最高の11名が転換した。
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(参加率を高める工夫をした研修とキャリアアップのための資格閥均 J 
同社では全従業員を対象に毎月2時間程度の研修を実施している。研修の内容は、介護の知識・技術に関するものや

介護を始めとした制度に関するものの他、法律・医療・健康等、業務や生活!C::::役立つものとなっている。研修には全体研

修と小グループで行う個別研修の2種類があり、個別研修はサービス提供等と重ならない空いた時間に参加する形態

をとっている。

夜間に行う全体研修は、子育て中の契約社員等も安心して参加することができるようにするため、託児を設けている

(乳幼児は対象外)。それでも、登録型へjレバーは直行直帰の業務で、他のスタッフとの交流があまリなかったことも

あり、研修の参加率が低かった。そこで、サービス提供責任者をリーダーにしたグループを作り、参加の声掛けを促し

たほか、同じ内容の研修を2回用意しょ出席目を選択できるようにしたところ、全体で10%以上、登録型へルパーでは

30%じL上出席率が向上した。

なお、研修に参加した場合は、社内規定による研修手当を支給しており、参加状況を人事考課にも反映する芯ど、研

修参加へのインセンティブ、も設けている。

また、介護職員のキャリアアップのために、外部講師を招いた介護福祉士の資格取得対策講座を無償で受講できる

ようにしている。開講については、社内報等で全体に周知し、受験案内の入手を同社で一括代行している。受講後の合

格率は約80%と高く、契約社員の参加率は上昇傾向で合格者の6割が契約社員である。資格取得後は時給が上がるこ

とに怠っている。

サービス提供責任者交中心としたコミ竺竺7ーシヨンの促進 」
登録型ヘルJ'¥.ーは直行直帰の業務で他の社員とのコミュニケーションがとり

づらい状況にあった。そのため、サービス提供責任者をリーダーとして、いくつ

かのグループを作り、サービ、ス提供責任者が、業務上の相談にのったり、研修参

加の声掛けを行っている。

その他、人事担当者が、短時間雇用管理者を担っており、面接や契約時以外に

わ相談を受け、聞き取りを行っている。仕事内容や人間関係の'悩み等、幅広く受

け付ける旨、社内報等を活用して周知している。また、全従業員から広く悩み事

を相談できる窓口として工クセルスタッフ(1名)をおいている。工クセルスタッフ

は、キャリアがあり、社内での信頼の厚い人物を選定しτおり、相談は秘密厳守
で公平・中立な立場で話を聞くこととしている。内容によっては社長に直接意見

を通すこともできる。このような恥租により、従業員が安心して働くことができる

職場環境の整備を進めている。

|子育て世代を意識した充実した福利厚生制度 」
同社では、契約社員も正社員同様の産休・育休制度を利用することができ、過去に6名が利用している。契約更新時

に産休中である社員も不安にならないよう、制度利用を積極的に周知しており、職場復帰をするととが自然な風土が

醸成されている。2人目、3人目での産休・育休取得者が多いことが同社の特徴であり、出産を理由に退職する者がほと

んどいなし1。組織として従業員のライフスタイルの変化を受け入れる土壌が、用意されている。

保育所や学童クラブに子どもを預けている従業員lこは、保育料・学童保育料の補助制度を設けている。正社員!こ対し
ては保育料の50%(上限2万円)、契約社員には保育料の25%(上限1万円)を支給している。現在は22名がと利用してお

り、うち契約社員が20名となっている。

更に本社の施設内にキッヌ、スペースが設置されており、子育て中の従業員の研修、従業員が資料を取りに来た時、

打合せ、簡単なデ、スクワーク等に子ども同伴で、出勤できるよう工夫している。天候不良等による急な休校等があった場
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合や、仕事が長引いてしまった場合も、保育園がら子どもを引き取り会社に

連れてくることができるので、大変安心感がある。子ども達との交流を楽し

み!こしている利用者もおり、fただいまjと帰ってくる子どもの様子から、施設

全体で見守り、共に育てる温かい眼差しが感じられる。従業員にも大変好評

なため、更なる子育て支援の充実として新たに託児施設の併設計画を進め

ているところで、ある。

地域の役員(PTA会長・子ども会会長・消防団員・町内会長等)をしている

社員には、「地域貢献活動支援助成金jという名称の奨励金を渡し、表彰して

いる。毎年5~8名が表彰され、うち半分が契約社員である。同社は年休取得

率が70%以上と高く、職員同士協力し合う「お互い様jの社風であるため、年
休が取りやすい上に、地域・学校行事ヘの参加は優先的に休みが、取れるよう

になっている。

従業員の父母・義父母・配偶者・子どもが両社の介護サービス、障害者総合

支援サービスを利用した場合は、介護手当が支給される。同制度導入から6年が濯過し、2015年は12名の利用があっ
た。従業員が自分の家族を任せたい施設であるということは、同社にとって大変誇らしいことで、ある。

14. 取組に当たって工夫した点・苦労した点
子育て世代等、時間的な制約のある社員でも働くことがで、きるような取組(研修時間に託児を設ける、施設内にキッ

ズスペースを設けるなど)を推進してきた。そうした中、パートタイム労働者はどうしても夕方時間帯の勤務や夜勤を希

望しないことが多いため、正社員がその分を担うことになっている。

15. 取組の効果と今後の見通し
積極的な子育て支援の充実により、限られた時間の中でなら働くことができるという子育七世代を従業員として

確保することができている。そして、従業員から評判を聞いた入社希望者が多いことが、従業員の満足度の高さを

示している。

入社時や年1回の更新時に、仕事内容だけで、なく家族の様子等について丁寧な面談を行うことで、本人の希望に沿っ

た勤務ができるよう工夫しており、正社員転換や自身のライフステージ、に合わせて多様な働き方ができることも、従業

員の定着率を高める理由の一つである。

また、透明性のある人事評価とそれに連動した賃金制度によって、契約社員の仕事に対する意欲が向上しており、契

約社員のホームヘルパー研修参加率は増加傾向にある。

女性の力が発揮できるよう、女性に働きやすい職場づくりを進めたところ、 2007年~2Ò10年 (4年間) に平均

18.83%であった離職率が2011 年~2014年 (4年間)には 11.81%と低下し、勤続年数も伸びるなど大きな成果

を上げている。

介護業界は慢性的な人材不定であり、在宅ケアは利用者の利用希望時聞が重なるため、入手の確保に苦慮してい

る。また同社の従業員も高齢化しており、今後人材不足が予想されるため、若い世代の介護職の育成と定着が喫緊の

課題である。また、高齢の社員が働き続けられるよう、経験豊富な従業員のポジ、ジョン作りや働き方を模索している。


